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ＢＣＰの普及と策定支援に係る取組みについて（北海道商工会連合会） 
 

 １ 商工会の経営発達支援とＢＣＰ策定の必要性 

 

 

 

 

 

  

  ・ＢＣＰの策定は、経営戦略の立案そのもの 

「事業を理解し、優先すべき中核事業を絞り込んだり、顧客や協力企業との関係を 

再構築することとなることから、中・長期的な経営戦略を立案する機会となる。」 

 

・ＢＣＰの策定は、企業の差別化戦略の一環 

   「緊急時の対応だけではなく、平時においても策定されたＢＣＰを繰り返し見直す 

ことで、経営戦略の明確な位置付けができ、協力企業との連携強化が図られる。 

また、北海道経済産業局（中企庁）のＨＰで公表することで、他社との優位性と 

差別化が図られる。」 

 

・ＢＣＰの策定は、事業承継対策の一環 

    「事業承継は、経営環境の変化に対応した上で企業の持続的発展を図るものであり、 

ＢＣＰの策定と一体となった対策が必要となる。」 

 

２ 商工会連合会の事業計画の位置付けと平成29年度実績及び平成30年度の取組み 

 

                  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

〈専門家派遣事業報告書からのＢＣＰ策定に係るキーワード〉 

・自然災害のみならず、労務管理上のリスクについても理解 

 ・緊急時には携帯電話が使用できない現場も多く、連絡手段の重要性を改めて認識 

 ・自己診断チエックリストを用いた自社の現状把握と対策を理解し、不安が解消 

 ・ＢＣＰの策定は、作業の効率化と生産性の向上にも繋がる。 

・防災等管理体制を外部へ訴求し、安全面から集客に繋げたい。 

・業種特有のポイントを整理したことで、地域の同業他事業所への展開も期待できる。‥ 

① ＢＣＰ策定に向けた啓発事業   

・「全道商工会経営指導員研修会」での説明   

平成29年6月1日 札幌市 出席188名 講師:北海道経済産業局中小企業課 

② 商工会地区の中小・小規模企業は、ＢＣＰの策定・運用に係るノウハウや企業内の 

マンパワーが不足していることから、専門家派遣事業を活用した計画策定支援 

・派遣回数 １５回  ＢＣＰ策定 ６企業 （他に策定中２件） 

                （建設３、製造１、運輸１、林業１）  

・策定した企業を北海道経済産業局ＨＰで公表 

商工会は、平成２６年の「小規模事業者支援法」の改正によって、中長期的な振興

のあり方を踏まえた経営発達支援計画を策定し、地区内の小規模事業者支援として、

従来の経営改善普及事業に加えて個別企業の経営戦略に踏み込んだ伴走型の経営発達

支援が求められ、事業を推進している。 

「中小・小規模企業の経営力強化に向けた支援事業」として、「ＢＣＰ策定促

進による緊急時対応能力の強化」を実施 

資料１１ 
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〈平成30年度新規事業〉  
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３ 全国商工会連合会の取組み 

 

 
 

 

 

 

 

 

道内 

１５２ 

商工会  

会員数：29,146件 

（建設業19.3% 製造業8.1% 卸売業2.3%  小売業22.3%  飲食・宿泊業14.1%   

サービス業19.0% その他8.5% 定款会員等6.4%） 

役員数：2,742人（非常勤） 職員数：712人（うち、経営指導員200人） （H29.4.1現在） 


